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第５章

インクルーシブな成長に寄与する
我が国の取組

　第 2 部ではインクルーシブな成長を行っていくため
には、中小企業や地域が GVC とつながることや生産
性を向上させていくことが重要であることを述べた

が、本章では、中小企業・地域企業を主な対象として
行っているインクルーシブな成長にも貢献する施策に
ついて紹介する。

　我が国の中堅・中小企業は多様な事業を行っており、
海外展開の際に直面する課題も様々である。JETRO
が行ったアンケート調査によると、海外展開に向けた
課題として、多くの企業が、現地でのビジネスパート
ナーや海外ビジネスを担う人材の確保、海外の制度情
報や現地市場に関する情報の入手など、様々な課題を
挙げている（第Ⅲ-5-1-1 図）。
　したがって、中堅・中小企業の海外展開支援に当たっ
ては、個々の企業にニーズに応じて、製品開発、国際
標準化から販路開拓に至るまでの総合的な支援をきめ
細かく行うことが必要である。こうした背景から、
2016 年 2 月 26 日に設立された「新輸出大国コンソー
シアム」では、以下の支援を行っている。

　新輸出大国コンソーシアムの支援を希望する企業に
対し、新輸出大国コンソーシアムの会員証を発行し、

その会員証を提示することにより全ての機関が連携し
て円滑な支援を行えるようにする（第Ⅲ-5-1-2 図）。

新輸出大国コンソーシアム第１節

1．新輸出大国コンソーシアムの設立

2．支援機関相互の連携による支援

第Ⅲ-5-1-1 図　
海外展開の課題についての企業アンケート結果

備考：�１．�母数は本調査の回答企業総数。
　　　２．�2013 年度調査では、「製品・ブランドの認知度」の選択肢がない。
資料：�JETRO�「2016 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査」

から経済産業省作成。
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　海外ビジネスに精通した専門家が個々の企業の担当
となり、海外事業計画の策定、支援機関の連携の確保、
現地での商談や海外店舗の立ち上げなどの支援を行

う。また、企業が専門家による支援を志望する場合に
は、金融機関や商工会議所等、支援機関の窓口を通じ
て、JETRO に応募できるようにする（第Ⅲ-5-1-3 図）。

3．専門家による支援

第Ⅲ-5-1-2 図　新輸出大国コンソーシアムの下での支援機関相互の連携による支援
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①中堅・中小企業から相談を受けた支援機関は、支援機関間で通用する ID 番号による会員証を付与する。これにより、
すべての支援機関における円滑な相談・支援を確保する。

②支援機関は、ID 番号を活用しつつ、相互に情報を共有し、政策手段を組み合わせつつ中堅・中小企業を支援する。

③個々の中堅・中小企業の支援に当たっては、各支援機関が相互に連絡・調整しながらサポートを実施する。

支援機関は、相互に連絡・調整をしながら、ニーズに応じた支援を提供。

海外においても、JETRO 事務所・在外公館等が緊密に連携し、会員証の付
与を受けた中堅・中小企業を支援。

会員証を提示して円滑
な相談・支援を確保

会員証を提示して円滑
な相談・支援を確保
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　2016 年 2 月 26 日の設立以降、工業品のみならず、
農水産品、サービスなども含めた多様な業種にわたる
4,062 社に対し会員証を発行し、専門家を割り当て、
支援を開始している（支援対象企業の業種は第Ⅲ-5-
1-4 図参照）。また、全国で 1,076 の支援機関が参加（支
援機関の構成は、第Ⅲ-5-1-5 表参照）しており、今

後も、参加機関の拡大に努め、支援メニューの一層の
充実を図る予定である。専門家については、中堅・中
小企業が直面する様々な過大に対応するため、幅広い
分野における 370 名の専門家を確保している。（数字
はいずれも 2017 年 3 月 31 日時点）

4．新輸出大国コンソーシアムによる支援状況

第Ⅲ-5-1-4 図　
新輸出大国コンソーシアムの支援対象企業の業種
（2017 年 3月 31 日時点）

その他
サービス
800 社

（19.6％）

その他
サービス
800 社

（19.6％）

卸売業
532 社

（13.1％）

卸売業
532 社

（13.1％）

小売業
302 社

（7.4％）

小売業
302 社

（7.4％）

工業品
1,696 社

（41.8％）

工業品
1,696 社

（41.8％）

農産品
604 社

（14.9％）

農産品
604 社

（14.9％）
水産品
128 社

（3.2％）

第Ⅲ-5-1-5 表　
新輸出大国コンソーシアムの支援機関の構成（2017 年
3月 31 日時点）

支援機関 機関数
１．政府・政府関係機関等 � �� 40

２．自治体 � �360

３．地域支援機関等 � �124

４．商工会議所・商工会 � �282

５．地方銀行 � �100

６．信用金庫 � �139

７．その他の金融機関（都市銀行、リース、損保等） � �� 31

合計 1,076

第Ⅲ-5-1-3 図　新輸出大国コンソーシアムの下での専門家による支援
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１．海外ビジネスに精通した専門家を JETRO に配
置 （ 企 業 の ニ ー ズ に 応 じ て 最 大 4 0 0 人 確
保）。専門家は個々の中堅・中小企業を担当
し、以下のような総合的支援を行う。

ａ．EPA 等の活用方策等についての助言、企
業の海外事業戦略の策定支援

ｂ．支援機関が提供する支援措置の中から、
適切な支援を事業者が受けられるよう調
整

ｃ．現地でのマッチング、販路開拓、海外工
場・ 店舗立上げ、人材確保のサポート等

ｄ．専門分野（法律、会計等）での個別相談
支援　等

２．専門家による支援を希望する中堅・中小企業
は、金融機関や商工会議所等、支援機関の窓
口を通じて、JETRO に応募できるようにす
る。

３．各支援機関は、専門家の派遣を受け、本格的
に海外展開に取り組むこととなる事業者に対
しては、補助金等の審査において加点した
り、手続を簡略化するなどの優遇措置を検討
する。

・助言、戦略策定支援
・マッチング、販路開拓、
　人材確保のサポート等
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